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画像出典：Smart Surfaces Coalition HP より引⽤。



□都市における気候変動影響
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1. 背景

画像出典：Smart Surfaces Coalition HP より引⽤。

■気候変動影響と「⼟地・建物被覆」

暑熱
対策：緑陰の確保、舗装の⾒直しなど

豪⾬
対策：舗装の浸透性の向上など＆

「⼟地・建物被覆」の改善

適応策として欧⽶で着⽬されているのが...

⼟地・建物被覆 ＝ ⼟地被覆（地表⾯の舗装や植栽等） ＋ 建物被覆（建築物の屋上等）



□欧⽶における被覆改善の取組み
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1. 背景

フランス アメリカ

法律策定等の官主導の取組 情報提供等の⺠主導の取組

Smart Surfaces Coalition「⼟地の⼈⼯化ゼロ」政策 / ZAN⽬標
画像出典：ZAN総合ガイド、ZAN⽂書、Smart Surfaces Coalition HP より引⽤。

GUIDE SYNTHÉTIQUE

Version du 27/11/2023

Zéro  
Artificialisation 
Nette

■気候変動影響と「⼟地・建物被覆」



□既往研究/我が国の法制度と研究の意義
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1. 背景

被覆改善の動向を紹介した既往研究 我が国の法制度における被覆の取扱い

我が国への適応可能性まで論じたものはほぼない 都市の物的環境を形作る法律を中⼼に規定はあるが、
その多くは気候変動適応の観点を取り⼊れていない

■本研究の位置付け

我が国都市政策への適応を視野に、
仏・⽶における気候変動適応策としての⼟地・建物被覆の改善を巡る官⺠の取組を論じる



■仏：官主導の被覆改善
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□「⼟地の⼈⼯化ゼロ」政策

⼟地の消費に関する⽬標「ZAN⽬標」

2. 対象国の政策紹介・特徴

気候変動対策と気候変動に対するレジリエンスの強化に関する法律（2021年8⽉制定）
（Loi portant lutte contre le dérèglement climatique et renforcement de la résilience face à ses effets）



■仏：官主導の被覆改善
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□ZAN（zéro artificialisation nette）とは

zéro artificialisation nette ＝ 純⼈⼯化ゼロ

⼟地の⼈⼯化
占有または使⽤による、⼟地の⽣態学的機能、
特に、⽣物学的、⽔質学的、気候学的機能、

及び農業的潜在⼒の全てまたは⼀部の持続的な改変

「⼟地の純⼈⼯化」

⼟地の再⾃然化
⼈⼯化した⼟地を⾮⼈⼯化した⼟地に変える

効果を持つ、⼟地の機能を回復または向上させる
⾏為または操作

⼈⼯化した分だけ、⼟地を再⾃然化する

ゼロにするには...

2. 対象国の政策紹介・特徴



■仏：官主導の被覆改善
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□ZAN⽬標
第 1 段階：都市のスプロール現象を制御（2021~2031）

2021〜2031 年の期間にわたり、前 10 年間と⽐較して、⾃然・農業・林業空間（ENAF）の消費率を半減する。
第 2 段階：都市部を含む⼟壌を保護（2031~）

2050 年に、⼟地⼈⼯化の正味ゼロ（ZAN）を達成する。

2. 対象国の政策紹介・特徴

画像出典：ZAN⽂書 より引⽤。
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□ZAN⽬標の既存計画への統合

SRADDET
国⼟整備・持続可能な均衡ある開発州計画

・ZAN軌道の定義
・10年毎の⼈⼯化率削減の⽬標
・削減⽬標の地域化
・第1段階：過去10年間に観測された

ENAF消費量の50％の最⼤消費量

EPCI

国

地域圏

⾃治体 PLU・基礎⾃治体⼟地利⽤図 / SCOTのバリエーションの統合

SCOT（ない場合：PLU・基礎⾃治体⼟地利⽤図）

考慮

国家⽬標：ZAN⽬標（都市計画法典101-2条）
遵守

■仏：官主導の被覆改善

SDRIF / PADDUC / SAR
イル・ド・フランス地域圏の基本計画
コルシカの整備と持続可能なプラン
地域圏整備スキーム

・ZAN軌道の定義
・10年毎の⼈⼯化率削減の⽬標
・削減⽬標の地域化

⽬標 規則

県 整合 整合

遵守

遵守

SRADDET/SD
RIF に不備があ
る場合、-50%
の削減⽬標を 
SCOT/PLU に
直接統合

(海外適⽤外)
整合

遵守

遵守 遵守2027年2⽉22⽇

2024年11⽉22⽇

2028年2⽉22⽇

2. 対象国の政策紹介・特徴

出典：ZAN Fascicule 2 をもとに作成。



■⽶：⺠主導の被覆改善
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□Smart Surfaces Coalition
実業家で環境起業家の Gregory Kats ⽒が 2019 年に設⽴した⾮営利団体。
40 を超える組織により、領域横断的に構成されている。

画像出典：Smart Surfaces Coalition HP より引⽤。

2. 対象国の政策紹介・特徴

資⾦提供を受け、関与する Smart Surfaces Coalition パートナー



□Smart Surfacesとは
太陽光と⾬をより賢く利⽤・管理するための様々なソリューションをまとめた新たな枠組み

■⽶：⺠主導の被覆改善

10出典：Smart Surfaces Coalition HP をもとに作成。

2. 対象国の政策紹介・特徴

反射性/クールルーフ グリーンルーフ

樹⽊ 緑豊かな
⾬⽔インフラ反射性/クール舗装

多孔質・透⽔性舗装 太陽光パネル

ゼロ・マイナスカーボ
ンコンクリート



□Smart Surfaces Coalitionの活動
⽶国全⼟の 10 都市と連携して，市町村および⼤都市圏の⾏政レベルでのSmart Surfaces
の導⼊促進，およびコミュニティ主導の地域プロジェクトの⽀援にあたっている。

①データ
②教育
③費⽤便益分析・地理空間分析のウェブツール
④資⾦調達ガイダンス
⑤政策研究とデータベース

■⽶：⺠主導の被覆改善

11画像出典：Smart Surfaces Coalition HP より引⽤。

2. 対象国の政策紹介・特徴



□Smart Surfaces Coalitionの活動：“Tree Equity Score”

■⽶：⺠主導の被覆改善

12画像出典：Smart Surfaces Coalition HP、American Forests “Tree Equity Score” をもとに整理、画像引⽤。

2. 対象国の政策紹介・特徴

⽬的：環境的不平等へ対処する⾏動計画策定の⽀援
評価対象：樹⽊被覆がそれを最も必要とする⼈々に、あとどの程度届けられるべきか

Tree Equity
Score

(0 ~ 100)
⽬標の樹冠 既存の樹冠 優先度=

必要な樹冠

×

樹冠⽬標の基準
(⽣物群系別)

建物密度
による調整× 樹冠

(⾼解像度)

収⼊：貧困層
雇⽤：失業率
健康：健康負荷
⼈種：有⾊⼈種
⾔語：⾔語的分離
年齢：階層別⼈⼝
暑熱：表⾯温度等

−



対象範囲・評価⽅法：ツールは、National Explorer と Analyzer の2つ。

■⽶：⺠主導の被覆改善
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National Explorer Analyzer
対象範囲 ⽶国の全ての都市部

（主に⾃治体〜近隣レベル）

➡投資の根拠を⽰すための基準

⽶国内の単⼀の都市・地域ごと
（主に近隣〜敷地レベル）

➡植樹や樹⽊保護計画の基準

評価⽅法 ・Tree Equity Score：0〜100

・樹冠による被覆率 /優先度指標
など

・Tree Equity Score：0〜100

・樹冠による被覆率 /優先度指標
・植樹の可能性
・シナリオ構築による Score算出

画像出典：Smart Surfaces Coalition HP より引⽤。

2. 対象国の政策紹介・特徴

□Smart Surfaces Coalitionの活動：“Tree Equity Score”



■⽶：⺠主導の被覆改善

14画像出典：Smart Surfaces Coalition HP、American Forests “Tree Equity Score” より引⽤。

2. 対象国の政策紹介・特徴

□Smart Surfaces Coalitionの活動：“Tree Equity Score” ‒ National Explorer



■⽶：⺠主導の被覆改善

15画像出典：Smart Surfaces Coalition HP、Tree Equity Score in Boston より引⽤。

2. 対象国の政策紹介・特徴

□Smart Surfaces Coalitionの活動：“Tree Equity Score” ‒ Analyzer (Bostonの例)



■⽶：⺠主導の被覆改善

16画像出典：Smart Surfaces Coalition HP、Tree Equity Score in Boston より引⽤。

2. 対象国の政策紹介・特徴

□Smart Surfaces Coalitionの活動：“Tree Equity Score” ‒ Analyzer (Bostonの例)



□利点
被覆に関する法的枠組みを規定することで、
実効性を確保しやすい。

■仏：官主導の取組

17画像出典：ZAN総合ガイドより引⽤。

3. 我が国都市政策への⽰唆⼜は適⽤可能性

□課題
全国⼀律の取組で、各地域の事情を反映
させることは難しい。

⽬標の地域化を可能とすることで対応⾃治体レベルまで⽬標を展開できる仕組みを構築



□利点
各都市と連携するボトムアップの活動により、
各地域に応じた取組が実現しやすい。また、
多様な⼿法に基づき、⾃治体等が被覆改善の
意義･対象地域の認識/コストの削減も⾏える。

■⽶：⺠主導の取組

18画像出典：Smart Surfaces Coalition HP、American Forests “Tree Equity Score” より引⽤。

3. 我が国都市政策への⽰唆⼜は適⽤可能性

□課題
実効性の確保が難しい。

ウェブツールによる理解促進 ⾃発的・先駆的な取組が⽣まれる可能性も



□官主導・⺠主導のアプローチ

■被覆改善を巡る官⺠の取組
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3. 我が国都市政策への⽰唆⼜は適⽤可能性

アプローチ 利点 課題と対応⽅法

官主導

被覆に関する法的枠組みを規定することで、
実効性を確保しやすい。

例：計画⽂書相互の関係性を規定することで、⾃
治体レベルまで⽬標を展開できる仕組みを構築

全国⼀律の取組で、各地域の事情を反映
させることは難しい。

➡⽬標の地域レベルでの調整を可能とすることで
対応可能

⺠主導

各都市と連携するボトムアップの活動により、
各地域に応じた取組が実現しやすい。

また、多様な⼿法を提供することで、⾃治体等が
被覆改善の意義・改善すべき地域等を認識でき、
コストの削減等も⾏える。

実効性の確保が難しい。

➡多様な⼿法で理解促進を図ることにより、各都
市で⾃発的・先駆的な取組が⽣み出される可能性
あり

官⺠それぞれの特性を⼗分考慮するとともに，その連携の可能性を探ることが重要ではないか
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